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令和４年８月１８日  
福島県環境共生課  

 
２０１９年度（令和元年度）の温室効果ガス排出量について（詳細版） 

  
 本県における２０１９年度（令和元年度）の温室効果ガス排出量について、地球温暖化対策の推進に

関する法律第２１条第１５項に基づき公表しましたので、お知らせします。  
 なお、温室効果ガス排出量の公表については、国による都道府県ごとの統計資料及び福島県内の各種

統計資料の発表時期の関係で、２０１９年度分の公表となります。 
 
１ 温室効果ガス排出量について 

２０１９年度の温室効果ガス総排出量（各温室効果ガスの排出量に地球温暖化係数※１を乗じ、それら

を合算したもの）は、１６，５０５千トン（二酸化炭素換算。以下同じ。）となりました。 
なお、全国の温室効果ガス総排出量との比較は次のとおりです。 
・福島県：   １６，５０５千トン（全国の約１．４％） 
・全 国：１，２１２，０００千トン 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 実排出量＝(総排出量)－(森林等吸収量) 

 

図１ 本県の温室効果ガス排出量の推移 

  



 

- 2 - 

表１ 本県の温室効果ガス排出量の推移 

 
※ 森林等吸収量は森林吸収量（林野庁算定データ）と都市緑化吸収量を合計した値です。 
※ 温室効果ガスについてはＰ８を参照。 
※ 端数処理の関係で数値の合計が合わない場合があります。 

 
図２ 本県（２０１９年度）の温室効果ガスの種類別構成比 
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（１）総排出量について 
福島県地球温暖化対策推進計画における温室効果ガス削減目標の基準年度（２０１３年度（平成 

２５年度））及び前年度（２０１８年度（平成３０年度））との比較は次のとおりです。 
・２０１９年度       ：１６，５０５千トン 
・基準年度（２０１３年度）比：▲１１．８％ 
・前 年 度（２０１８年度）比：▲ １．８％ 

   

（２）実排出量について 
・２０１９年度        ：１５，０６３千トン 
・基準年度（２０１３年度）比：▲１９．５％ 
・前 年 度（２０１８年度）比：▲ ２．９％ 
※ 実排出量とは、森林等吸収量（１，４４２千トン）を削減分として総排出量から差し引いた

ものです。「福島県地球温暖化対策推進計画（令和３年１２月改定）」では、「基準年度（２０１

３年度）の総排出量」と「実排出量」の比較によって進行管理をすることとしており（基準年

度の総排出量：１８，７０３千トン）、削減目標を２０３０年度：▲５０％、２０４０年度：▲

７５％、２０５０年度：実質ゼロ（カーボンニュートラル）としています。 

   ※ 改定前の計画（平成２９年３月改定）における削減目標は、２０２０年度：▲２５％、２０ 

    ３０年度：▲４５％です。 

 
（３）温室効果ガスの種類別の増減について（総排出量での比較） ※ 温室効果ガスの詳細については P.８参照 

○ 二酸化炭素（ＣＯ₂） 
・基準年度比：▲１２．９％ 
・前 年 度 比：▲ ２．１％ 

省エネ等によるエネルギー使用量の減少、再生可能エネルギーの導入拡大等による電気使用

量に係る二酸化炭素排出係数※２（以下「電気の排出係数」という。）の減少等が、基準年度比

及び前年度比ともに減少した主な要因として挙げられます。 
 

○ メタン（ＣＨ₄） 
・基準年度比：▲５．９％ 
・前 年 度 比：＋１．６％ 

自動車の走行による排出量の減少及び農業分野による排出量の減少が、基準年度比で減少し

た主な要因として挙げられます。水田の作付面積の増加等による排出量の増加が、前年度比増

加した主な要因として挙げられます。 

 
○ 一酸化二窒素（Ｎ₂Ｏ） 

・基準年度比：▲５１．９％ 
・前 年 度 比：▲ ６．１％ 

    自動車の走行による排出量の減少等が、基準年度比及び前年度比ともに減少した主な要因と

して挙げられます。 
 

○ ハイドロフルオロカーボン類（ＨＦＣｓ） 
・基準年度比：＋５１．５％ 
・前 年 度 比：＋ ５．３％ 
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全国での排出量が増加（基準年度比＋５４．８％、前年度比＋５．７％）しており、その数

値を全国比（世帯数）で算定しているため県内排出量は増加しました。 
 

○ パーフルオロカーボン類（ＰＦＣｓ） 
・基準年度比：＋１．０％ 
・前 年 度 比：▲２．０％ 

基準年度比については、全国での排出量が増加（＋４．１％）しており、その数値を全国比

（製造品出荷額）で算定しているため増加しましたが、前年度比については、全国での排出量

が減少（▲１．９％）しているため減少しました。 
 

○ 六フッ化硫黄（ＳＦ₆） 
・基準年度比：▲７．９％     
・前 年 度 比：▲２．８％     
 全国での排出量が減少（基準年度比▲３．６％、前年度比▲２．６％）しており、その数値

を全国比（製造品出荷額）で算定しているため県内排出量は減少しました。 
 

○ 三フッ化窒素（ＮＦ₃） 
・基準年度比：＋７８．３％    
・前 年 度 比：＋ ７．６％    

半導体・液晶製造に係る全国での排出量が増加（基準年度比＋８４．７％、前年度比＋７．

９％）しており、その数値を全国比（製造品出荷額）で算定しているため県内排出量は増加し

ました。 
 

※１ 地球温暖化係数 

個々の温室効果ガスの地球温暖化に対する効果を、その持続時間も加味した上で、 

二酸化炭素の効果に対して相対的に表す指標。メタンは二酸化炭素の約２５倍、一酸 

化二窒素は約２９８倍、フロン類は数百～数万倍。 

※２ 電気使用量に係る二酸化炭素排出係数 

電気使用に伴う二酸化炭素の排出量を計算するための係数。 

（電気使用量 × 電気の排出係数 = 電気使用に係る二酸化炭素排出量） 
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２ 二酸化炭素の部門別排出量について 

   温室効果ガス総排出量の大部分を占めるＣＯ₂の排出量は、１５，１７５千トンでした。基準年度

及び前年度との比較は次のとおりです。 
・２０１９年度              ：１５，１７５千トン 
・基準年度（２０１３年度）比：▲１２．９％ （参考：２０１８年度 ▲１１．０％） 
・前 年 度（２０１８年度）比：▲ ２．１％ （参考：２０１８年度 ▲ ４．４％） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３ 本県の二酸化炭素の部門別排出量推移 
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表２ 本県の二酸化炭素の部門別排出量推移 

 
※ 上記表及び下記グラフには各部門の二酸化炭素排出量のみを表示しており、メタン等他の温室効果 

ガスは含んでいません。 

※ 端数処理により数値の合計が一致しない場合があります。 

 

図４ 本県（２０１９年度）の二酸化炭素の部門別排出量構成比 
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（１）産業部門（製造業等） 

・基準年度比：▲１７．５％ 

・前 年 度 比：▲ ９．６％ 

排出量全体の９割を占める製造業のエネルギー使用量の減少等が、基準年度比及び前年度比と

もに減少した主な要因として挙げられます。 
 
（２）運輸部門（自動車等） 

・基準年度比：▲ ３．６％ 
・前 年 度 比：＋ ２．７％ 
自動車の走行、船舶及び航空機の航行による排出量の減少が、基準年度比で減少した主な要因

として挙げられます。地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（算定手法編）

（環境省、令和４年３月）（以下、「算定マニュアル」という。）に沿った推計を行った結果、自動

車の走行及び鉄道の運行による排出量の増加が、前年度比で増加した主な要因として挙げられま

す。 
 
（３）民生業務部門（商業・サービス・事業所等） 

・基準年度比：▲１６．８％ 
・前 年 度 比： ▲５．４％ 
省エネの推進や電気の排出係数の減少等が、基準年度比及び前年度比ともに減少した主な要因

として挙げられます。 
 

（４）民生家庭部門 
・基準年度比：▲１４．５％ 
・前 年 度 比：＋ ７．７％ 
省エネの推進や電気の排出係数の減少等が、基準年度で減少した主な要因として挙げられます。

算定マニュアルに沿った推計を行ったことが、前年度比で増加した主な要因として挙げられます。 
 
（５）廃棄物部門（廃棄物の焼却等） 

・基準年度比：▲３．６％ 
・前 年 度 比：＋０．８％ 
一般廃棄物の焼却による排出量の減少が、基準年度比で減少した主な要因として挙げられます。

産業廃棄物の焼却による排出量の増加が、前年度比で増加した要因として挙げられます。  
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 参 考 

 
１ 算定対象の温室効果ガスの種類と特徴について 
  表３ 温室効果ガス排出量の種類と特徴 
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２ 電気の排出係数について 
電気の排出係数とは、電気使用に伴うＣＯ２の排出量を計算するための係数です。 
（電気使用量 × 電気の排出係数 = 電気使用に係る二酸化炭素排出量） 
調整後排出係数とは電気事業者の二酸化炭素排出係数について、再生可能エネルギー固定価格買取 

制度（FIT制度）に伴う調整等を行った後の排出係数です。 

２０１９年度の県内に電気を供給する電気事業者の基礎排出係数：０.０００５１９t-CO２/kWh 

調整後排出係数：０.０００５２８t-CO２/kWh 

２０１８年度の県内に電気を供給する電気事業者の基礎排出係数：０.０００５２２t-CO２/kWh 

調整後排出係数：０.０００５２８t-CO２/kWh 

 
３ 温室効果ガスとエネルギー消費の関係について 
   エネルギーを消費したとき、二酸化炭素等が排出されますが、次に示すように一つの燃料種から複 

数種の温室効果ガスが排出されることもあります。 
   例） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図５ 温室効果ガスとエネルギー消費の関係 
 
４ 「福島県地球温暖化対策推進計画」における温室効果ガス排出量削減目標について 

「福島県２０５０年カーボンニュートラル」の実現のために必要となる削減目標として、２０３０

年度（令和１２年度）及び２０４０年度（令和２２年度）における削減目標を設定し、本県の特徴を

生かし、より温室効果ガスの排出量の少ないエネルギーへの転換も含めた取組を強力に推進します。 
具体的な削減目標としては、温室効果ガスの総排出量から森林等による二酸化炭素の吸収量を祭祀

引いた実質的な排出量について、２０３０年度には基準年度（２０１３年度（平成２５年度））比で

５０％、２０３０年度には７５％削減することにより、２０５０年度において実質ゼロ（カーボンニ

ュートラル）を目指します。 


